
様式第１号（第５条関係) 記入例

令和 ●年 ４月２０日

春日市放課後児童クラブ利用料金補助金交付申請書兼委任書

（宛先）春日市長

申請者（保護者）

住 所 春日市 原町３丁目１－５

氏 名 春日 太郎

電話番号 ( ０９２ ) ５８４ － １１１１

携帯電話 ( ) －

春日市放課後児童クラブ利用料金補助要綱第５条の規定に基づき、令和 ● 年度の放

課後児童クラブの利用料金に対する補助金の交付を申請します。

※ 補助金の交付の決定後は、毎月お支払いいただく利用料金の額が、補助金相当額を差し

引いた額となります。

なお、既に利用料金を納付された月の補助金相当額については、他の月の利用料金に充

当します（充当する他の月の利用料金がない場合は、還付します。）。

クラブ名 （ チャイルド ）クラブ

利用児童

氏 名 春日 次郎
（ふりがな） かすが じろう

（１ 学年）
平成●●年 ４月 ２日 生

通年４月から・春季4月・夏季・冬季・春季3月

氏 名 春日 弥生
（ふりがな） かすが やよい

（２ 学年）
平成●●年 ８月 ８日 生

通年 月から・春季4月・夏季・冬季・春季3月

氏 名
（ふりがな）

（ 学年）
平成 年 月 日 生

通年 月から・春季4月・夏季・冬季・春季3月

申請の理由
※該当番号を

○で囲んでく

ださい。

※2、3又は4に

該当する場合

は、それぞれ

を証明する書

類を添付して

ください。

1 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による被保護世帯である。

2

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律(平成6年法律第30号)第14条

第1項に規定する支援給付を受けている世帯である。

3
児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の4に規定する里親世帯であ

る。

4
市町村民税が非課税世帯である（令和 ● 年１月１日現在、春日市に居住している

場合、証明する書類の添付は不要です。）。

5
準要保護児童認定を受けている（教育委員会による就学援助を受けてい

る。）。

委任書兼同意書（必須）

（宛先）春日市長

私は、春日市放課後児童クラブ利用料金補助要綱に基づく令和 ● 年度の補助金の

交付の請求及び受領に関する一切の権限を チャイルド クラブの指定管理者に

委任します。また、裏面の同意内容について同意します。

令和 ●年 ４月２０日

申請者（保護者）住 所 春日市 原町３丁目１－５

氏 名 春日 太郎



春日市放課後児童クラブ利用料金補助金交付申請書兼委任書に係る同意について

この申請に当たり、以下の同意内容に同意します。

※ 放課後児童クラブの利用を中止する場合又は申請内容に変更が生じた場合は、春日市放

課後児童クラブ利用料金補助要綱第７条の規定により、速やかに届け出る必要があります。

※ この書類に記載された内容が事実と異なる場合は、春日市放課後児童クラブ利用料金補

助要綱第９条の規定により、補助金の交付決定を取り消し、又は補助金の全部若しくは一

部の返還を求めることがあります。

【市記入欄】

同意内容

1

所得状況については地方税法等の規定に基づく課税台帳等により、世帯の状況等

については住民基本台帳法に基づく住民基本台帳等により確認されることに同意し

ます。

2
表面の申請理由の1又は5に該当する場合は、生活保護台帳又は就学援助台帳を閲

覧されることに同意します。

3
春日市放課後児童クラブの指定管理者に補助金の交付決定の内容に関する情報を

提供されることに同意します。

(

非)

課
税
の
認
定

氏名
児童と

の続柄
非課税認定 備考


